別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名:新子育て支援リーダー企業育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　少子化対策課　少子化対策担当　電話番号：058-272-1111（内2682）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11167@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　5,189千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）岐阜県子育て支援企業登録制度　
仕事と家庭をともに大事にする職場環境づくりに積極的に取り組む企業（従業員300人以下が対象）を、県が登録しそれを広くＰＲすることで、「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり条例」が目指す子育てにやさしい社会に向けた機運の醸成を図り、従業員の子育てを支援する企業の増加を促進する。
（２）リーダー企業の育成

仕事と家庭の両立に関する自社の課題解決に意欲的な企業を公募し、県から企業に専門家チームを派遣して課題解決を図ることにより、県内企業の模範となるようなリーダー企業を育成、その取組を課題解決のモデルとして、他の企業へ広く普及する。
（３）男性の育児休業取得奨励金

男性の育児休業の取得を推進するため、企業とその個人に対し奨励金を支給する。
（申請にあたっては、一般事業主行動計画を策定し、子育て支援企業に登録して
いることが必要。）
	取得日数
	事業主
	個人

	1ヶ月以上
	２０万円
	５万円

	１４日以上
	１０万円
	３万円

	３日以上
	５万円
	１万円


	２　所要経費


（1） 岐阜県子育て支援企業登録制度の普及　　 427千円
（２） リーダー企業の育成支援　　　　　　 　3,762千円　
(３)　男性の育児休業取得奨励金　　　　　　1,000千円　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　こどもを生み育てやすい地域をつくる

　　　　　・安心して育児休業や子どもの看護休暇が取得できる職場の雰囲気づくりなど、子

育てしやすい環境整備に向けた企業の取組を促進させる。
	２　これまでの取組状況


　従業員の子育て支援に積極的な企業を、子育て支援企業として登録し、その企業に対して、両立支援の情報を提供したり、人材確保のための就職説明会を斡旋したりするなどの支援を行った。（平成21年度は282社増加。）
	３　これまでの取組に対する評価


　平成19年度の開始より順調に登録数が増加し、平成21年度末までに、長期構想の目標値1,400を超えるなど、企業における子育て支援の気運が醸成されてきている。

今後は、個々の企業における取組の底上げをし、働きながら安心して子育てをできる環境の整備をより一層推進する。また、男性の育児参加についても積極的に支援する。
	決定額の考え方


　男性の育児休業取得奨励金のうち、個人に対する支給については、育児休業中の収入の一部を県が補償する必要性がなく、また、全国的にもほとんど実施されていないため、予算計上を見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	5,189
	
	
	
	
	
	
	
	5,189

	決定額
	4,623
	
	
	
	
	
	
	
	4,623


